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研究成果の概要（和文）：人間社会への多様なリスクに対応しうる能力を示す概念であるレジリエンスを強化す
るための研究要請が高まっている．本研究では，環境インフラや産業インフラの連携（シェアリング）により廃
棄物バイオマスからのエネルギー回収でエネルギーレジリエンスを高める効果を分析した．具体的には．1)将来
動向をふまえた全国規模での下水処理施設と産業工場，ごみ焼却場の連携，2)下水処理施設を核とした環境・産
業インフラの連携，3)ごみ発電を核とした処理余力の広域自治体間や食品廃棄物の熱回収施設としての活用，4)
可燃ごみと生活排水処理の連携処理，の各連携・シェアリングによるGHG削減効果や事業性が高いことを評価し
た．

研究成果の概要（英文）：Increasing demands are recognized for researches which enhance resilience, 
capacity to response to various risks against human societies. In this research, effects of energy 
recovery from waste biomass as renewable energy were analyzed by using material and energy flow 
analyses and life cycle inventory analyses. In detail, it was revealed that various infrastructure 
collaboration systems were effective to strengthen energy resilience by the following sharing 
patterns: 1) nationwide collaboration among sewage treatment facilities, municipal waste 
incinerators, and industrial factory infrastructures; 2) utilization of treatment capacity of 
environmental facility and its area-wide sharing; 3) collaboration of facilities between domestic 
waste-water and combustible household waste treatment.

研究分野：環境システム

キーワード： シェアリング　廃棄物バイオマス　エネルギー回収　連携　環境インフラ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 人間社会への多様なリスクに対応しうる
能力（回復力，対応力）を示す概念であるレ
ジリエンス（resilience）を強化するための研
究要請が高まっている．IPCC第 3次レポー
トでは，気候変動リスクに対応して「社会・
生態システムが同じ構造や機能を維持でき
るように混乱を吸収する能力，自己組織化の
能力」としてレジリエンスが定義され，コペ
ンハーゲンでの第 15 回気候変動締約国会議
（COP15）へ向けて準備された「気候変動適
応のための土地・水資源管理に関するナイロ
ビ声明」では，レジリエンスの構築が 5つの
指針の 1つとして採用された．またアジア太
平洋水フォーラムの下に設置された「水と気
候変動の運営委員会」でも，レジリエントな
社会づくりを中心課題の 1 つに据えている．
特に大規模な自然災害や気候変動に伴うリ
スクに対応するエネルギー分野の対策（エネ
ルギーレジリエンス対策）に対する研究は国
内外を含めて開始されたばかりである．特に，
平時と災害時でのエネルギーレジリエンス
のコベネフィット（相乗便益）を図る研究は
未着手の状況にある．本研究は，土木環境イ
ンフラのシェアリングによりエネルギーレ
ジリエンスの社会実装への道筋を明らかに
する研究として着想した． 
 
２．研究の目的 
 土木環境インフラのシェアリングにより
エネルギーレジリエンスの高い生活環境を
構築するため，以下の研究を行うことを目的
とする． 
（１）将来産業動向をふまえた，全国規模で
の下水処理施設と産業工場，ごみ焼却場の連
携（シェアリング）による GHG削減効果の
ポテンシャル評価 
（２）下水処理場を核とした環境・産業イン
フラのシェアリングによる下水汚泥のエネ
ルギー回収の事例分析 
（３）ごみ発電施設を核とした処理余力の広
域自治体間シェアリングや食品廃棄物の熱
回収施設としてのシェアリングによるエネ
ルギー回収の事例分析 
（４）可燃ごみと生活排水処理の連携処理
（シェアリング）によるエネルギー回収を含
めた持続可能なシステムの事例分析 
 
３．研究の方法 
 上記の 4つの研究内容ごとに，それぞれ以
下の方法によって分析を行う． 
（１）まず，下水処理施設における未利用汚
泥量，産業工場における下水汚泥燃料の受入
可能な容量，およびごみ焼却場での下水汚泥
由来エネルギーの受入可能量を把握する．次
に，流域下水道を拠点とする汚泥処理の集約
対象となる小規模下水処理施設を抽出する．
さらに，下水汚泥燃料化技術ごとの GHG 収支
を把握し，下水汚泥燃料を産業工場やごみ焼
却場へ配分するルールを設定することで，

GHG 削減量を最大化するインフラ連携効果に
ついて分析する．また，産業工場の将来動向
の変化や，製紙工場での汚泥燃料混焼率の変
化に伴う，各業種の GHG 削減効果への影響を
明らかにする． 
（２）まず，①福岡県北九州市をケーススタ
ディの対象として，下水汚泥の燃料利用とそ
れに伴う乾燥熱源の違いを考慮し，静脈系イ
ンフラが連携（シェアリング）することによ
るエネルギー回収システムのGHG削減効果を
評価する．次に➁兵庫県臨海地域をケースス
タディの対象として，社会変化の影響を考慮
し，セメント生産インフラを活用（シェアリ
ング）した下水汚泥固形燃料化の供給と受け
入れポテンシャルを中長期で推計する．その
上で，この連携システムにおける技術導入に
伴う温室効果ガスの排出量を推計する．さら
に，③近畿，中国，四国地方をケーススタデ
ィの対象として，社会変化の影響を考慮し，
紙・パルプ生産インフラを活用（シェアリン
グ）した下水汚泥燃料化システムの供給と受
け入れポテンシャルを中長期で推計する．ま
た，造粒乾燥，バイオオイル化，バイオガス
精製技術を取り上げて，この連携システムに
おける技術導入に伴う温室効果ガスの排出
量を評価する． 
（３）焼却余力を有する高効率ごみ発電施設
におけるエネルギー回収をめざした広域シ
ェアリングによる施設整備の方向性を得る
ことを目的とし，岸和田市の清掃工場をモデ
ル施設とする熱収支解析をもとに，熱回収技
術導入オプションに伴う発電効率向上と，ご
み処理量増加による発電増加量を分析する．
つぎに，設定した整備シナリオに従って，周
辺自治体からのごみ受け入れを想定し，施設
整備方策ごとに事業性を分析する．また，食
品リサイクル法の対象となっている食品循
環資源の再生利用等実施率のさらなる向上
を目指し，地方自治体が設置している既存一
般廃棄物処理施設の熱回収施設としての再
評価，既存処理施設や燃料化施設の処理余力
の有効利用，現状で熱回収の基準を満たさな
い施設へのバイオガス化技術の導入，の各方
策による食品循環資源の再生利用等実施率
のさらなる向上の可能性について推計する． 
（４）和歌山県田辺市をケーススタディの対
象として，可燃ごみと生活排水処理の連携処
理（シェアリング）方策としての，可燃ごみ
収集の効率化のためにディスポーザー導入
や，乾式メタン発酵等の適用によるエネルギ
ー回収などを提案してGHG排出量及び処理費
用の将来推計を行う． 
 
４．研究成果 
（１）将来産業動向をふまえた，全国規模で
の下水処理施設と産業工場，ごみ焼却場の連
携（シェアリング）による GHG削減効果の
ポテンシャル評価について，以下の知見を得
た． 
・GHG 削減効果が高くなる連携は，造粒乾燥



の汚泥燃料が受入可能な施設との連携であ
る．ガス化溶融炉を有するごみ焼却場は同一
自治体内の制約のために連携数が少なく，製
紙工場ほどのGHG削減効果を得ることができ
なかった． 
・下水処理施設にて汚泥焼却炉がある施設は，
首都圏と近畿圏に集中していた．首都圏と比
較して近畿圏においてセメント工場，製紙工
場，ガス化溶融炉を有するごみ焼却場が少な
いため，長距離にある製紙工場との連携がみ
られた．また，石炭火力発電所と比較してセ
メント工場との連携が少なくなった．GHG 削
減効果の高い技術であれば，長距離輸送によ
って成立する連携もありうる． 
・下水処理施設にて汚泥焼却炉がない施設で
は，連携可能なごみ焼却場がない場合，設定
した配分ルールでは未利用汚泥が活用でき
ない施設が生じた． 
・製紙工場の混焼率減少により，全体の GHG
削減効果が減少した．石炭火力発電所の供給
達成率は 5%であり，セメント工場と比較し，
立地に地域差のない．そのため，石炭火力発
電所への連携が増加したため，連携システム
全体での GHG 削減効果量は最大で 11%の減少
にとどまった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 将来産業動向をふまえた全国規模での
下水処理施設と産業工場，ごみ焼却場の連
携・シェアリングによる GHG 削減効果 
（２）下水処理場を核とした環境・産業イン
フラのシェアリングによる下水汚泥のエネ
ルギー回収の事例分析について以下の知見
を得た． 
・北九州市を対象に，脱水汚泥を高温焼却・
ごみと混焼・造粒乾燥，消化ガスをガス発
電・造粒乾燥の乾燥熱源・都市ガス代替，ご
み焼却排熱を蒸気タービン発電・汚泥の乾燥
熱源に分けた比較ケースを5つ設定して分析
した結果，現状ケース（case2，脱水汚泥：
造粒乾燥，消化ガス：造粒乾燥の乾燥熱源，
ごみ焼却排熱：蒸気タービン発電）が最も GHG
削減効果が高く，汚泥からのエネルギー回収
なしケース（case0，脱水汚泥：高温焼却，
消化ガス：ガス発電，ごみ焼却排熱：蒸気タ
ービン発電）と比較して GHG 排出量の 38%が
削減可能であり，近接する静脈系インフラや

産業工場の連携を活かしたエネルギー回収
の有効性が明らかとなった． 
・兵庫県臨海地域を対象としたセメント生産
インフラを活用（シェアリング）した下水汚
泥燃料化に関する分析の結果，セメント産業
の動向の範囲内であれば，技術展望オプショ
ンでは5箇所の下水汚泥処理施設分の汚泥を
受け入れ可能であり，セメント産業の成長を
見込んだ技術展望オプションが想定できる
ときには6箇所分の汚泥を受け入れ可能とな
ること，総じてセメント生産インフラと連携
して下水汚泥由来の固形燃料を有効活用す
るシステムは GHG 削減ポテンシャルが高く，
従来の汚泥処理が継続されていた場合と比
べた 2015～2040 年におけるシステム全体の
GHG 総削減量は最大で 4,336[千 t-CO2/年]
（GHG 排出量 125.4[%]削減）となることが明
らかになった． 
・近畿，中国，四国地方を対象とした紙・パ
ルプ生産インフラの活用（シェアリング）に
よる下水汚泥燃料化に関する分析の結果，10
箇所の紙・パルプ生産インフラにおいて，37
箇所の下水処理場で燃料化した汚泥や精製
した消化ガスを受け入れることができるこ
と，紙・パルプ生産インフラと連携して下水
汚泥由来の代替燃料を有効活用するシステ
ムの GHG 削減ポテンシャルは高く，従来の汚
泥処理が継続される場合と比べると，2020～
2040年の総GHG削減量は1, 745[千t-CO2/年]
（GHG 排出量 39.7[%]削減）となることが明
らかになった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 紙・パルプ産業インフラと下水処理施
設の連携・シェアリングによる GHG 削減効果
（近畿・中国・四国） 
（３）ごみ発電施設を核とした処理余力の広
域自治体間シェアリングや食品廃棄物の熱
回収施設としてのシェアリングによるエネ
ルギー回収に関する分析の結果，以下の知見
を得た． 
・岸和田市の高温高圧ボイラ（4[MPa]×
400[℃]）を有するモデル施設では，既に発
電効率が高効率ごみ発電施設の基準値を上
回る施設であるものの，熱回収技術を追加す
ることでさらなる効率向上の余地がある．な
かでも，白煙防止の取りやめと水冷式復水器
の組み合わせた熱回収技術の導入が有効で
ある．ごみ発電の高度化に加えて，処理能力
の範囲内での他都市からのごみ受け入れ（広
域シェアリング）は，焼却余力を活用し，総



発電能力を高めることができる．またその場
合には，熱回収技術を追加導入することでさ
らに発電量増加を見込める．費用面において
は，施設更新よりも延命化の方がライフサイ
クルコストを削減するという結果が得られ
た．延命化と施設更新を比較するにあたって，
用役費と人件費を同等のものとして分析に
は反映できていないが，他都市からのごみ受
け入れは，単位処理量当たりのランニングコ
ストの軽減などが可能となる．しかし，他都
市からのごみの受け入れ量によっては，延命
化と施設更新による施設投資費用の結果が
変化する．そのため，施設更新の時期には，
将来的なごみ受け入れ可否を念頭に整備方
針を決定する必要があるといえる． 
・既存の一般廃棄物焼却施設において処理さ
れる食品循環資源量を施設単位で推計し再
評価方策を分析した結果，実質率は 47.3 [%]
となり現状の実施率 17.2 [%]に比べ 30.1 ポ
イント向上する可能性を有することが明ら
かとなった．処理余力利用方策について分析
した結果，みなし熱回収施設が周辺からの食
品循環資源を受け入れての有効利用は困難
であることが明らかとなった．技術導入方策
について分析した結果，実施率は 39.1 [%]
となり現状の実施率 17.2 [%]に比べて 21.9
ポイント向上する可能性を有することが明
らかとなった．これらの方策をあわせると，
実施率は 86.4 [%]となり現状の実施率
17.2[%]に比べ 69.2ポイント向上する可能性
を有することが明らかとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 一般廃棄物焼却施設の処理余力活用・
シェアリングによる再評価方策，処理余力利
用方策，技術導入方策による食品循環資源の
再生利用等実施率のさらなる向上の可能性 
（４）和歌山県田辺市をケーススタディの対
象とした，可燃ごみと生活排水処理の連携処
理（シェアリング）方策に関する分析の結果，
以下の知見を得た． 
・一人当たりに換算した GHG 排出量及び処理
費用を指標として人口減少が続き，かつ，過
疎地域で広域的な効率処理が難しい地域を
対象として可燃ごみ処理と生活排水処理の
連携処理の方策を模索した．その結果，GHG 
排出量は，全体量，一人当たり量とも削減で
きることがわかった．これは，効率化が期待
できる大規模な施設の整備や浄化槽の高性
能化などの効果を見込んでいるためである． 
・処理費用の面では，総額としては人口減少

に伴った処理量減少により削減できるが，一
人当たりの費用で見た場合，現状維持にとど
まった．これは，処理量が減少しても削減が
難しい人件費・委託費による影響が大きい．
可燃ごみ処理とし尿・汚泥処理に関する一般
会計分で言えば，対策を考慮しない場合
（Case 1-1 ），現状反映ケース（Case 0）に
比較して約 28%増加となり，市の負担増加が
懸念される結果となった．対策として提案し
たディスポーザーの導入によるごみ収集経
費の削減については，一般会計分の削減には
効果があることがわかった． 

＜GHG 排出量の変化＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜処理費用の変化＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 可燃ごみと生活排水処理の連携処理
（シェアリング）方策による GHG排出量と
処理費用の変化 
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